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の 1073 万人から 82 年の 3965 万人に，さらに
2011 年の 8260 万人へと増えた（注4）（年平均伸び
率は 1956～82 年が 5.2 パーセント，1982～2011 年
が 2.6 パーセント）ものの，対 18 歳以上人










規就業者割合は 1990 年の 43 パーセントから，
2000 年の 56 パーセント，さらに 10 年の 87
パーセントに上昇した。また，3年制の大学専
科（以下，「大専」）と 4年制の大学本科（ほぼ
半々）への進学率（注6）は，1985 年に 2.8 パーセ

































（Chinese Household Income Project Survey），CGSS



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































る，というものである［Blau and Duncan 1967; 























and Song 1999; Knight and Yueh 2004; Li et al. 2007; 












































































の一般市民サンプルは 1997 年調査が 906 人，
10




い」が 0年，初等小卒が 3年，高等小卒が 6年，
中卒が 9年，高卒（中等専門・技術学校を含む）
が 12 年，大学専科卒が 15 年，大学本科卒が




















みると，1997 年調査では 1950 年代，60 年代生
まれの者が全体の 4分の 3を占め，2008 年調
査では 1950 年代，60 年代に代わって 70 年代
生まれの割合が上昇したことが分かる。両調査
の回答者の平均年齢はそれぞれ 40.5 歳，42.8 歳，






















































1997年 2008年 1997年 2008年 1997年 2008年



















































































































































































答者 6600 人余りの 9.9 パーセントは共産党員
である（注18）。それらに照らして，天津市におけ
る共産党員の比率は 2008 年調査でおよそ 26.0
パーセントと高い。回答者のほとんどが既婚者
であり，平均年齢も高いことの結果であろう。
















































































































































































きるとされる［Blau and Duncan 1967; 安田 1971; 
















パーセントから 65.4 パーセントへと 6ポイン
トほど高まったが，そこから職業構造の変化を
反映する構造移動率（注24）を差し引いた純粋移動









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































100 万人と，同年の 18 歳人口の 5.3 パーセント











































































1997年調査 2008年調査 1997年調査 2008年調査
標準化偏回帰係数（OLS） B Exp（B） B Exp（B）
定数



























































































































































































第 1に，市場経済化が急進展した 1997 年か

























































































る［唐 2001; 2012; 毛里 2012; 毛里・加藤・美根 
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